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出産が男性の労働成果に与える影響 

湯川志保1 

要約 

 本稿は、公益財団法人家計経済研究所が実施する「消費生活に関するパネル調査」2を用

いて、出産が男性の労働時間に与える影響について分析を行った。分析の結果、出産が男

性の労働時間を増加させることが確認された。さらに本稿は、出産による男性の労働時間

の増加が家庭内分業によるものかを検証するために比較優位の指標として学歴差を用いて

分析を行った。分析の結果、自分の学歴が妻の学歴よりも高い男性の方がその他の男性に

比べて労働時間の増加が大きいことが示された。最後に、家庭内分業が男性の生産性の代

理変数である賃金に影響を与えるかについて分析したが、賃金に関しては有意な影響は観

察されなかった。 

１．イントロダクション 

 結婚や出産と男性の労働成果に関する海外の先行研究は多く存在し、結婚や出産が男

性の労働成果に影響を与えることが確認されている（例えば、Hersch and Stratton 2001, 

Lundberg and Rose 2002, Choi et.al 2008 など）。さらに、結婚や出産が男性の労働成果に

正の影響を与えるのかについていくつかの仮説が提示されている。3その中に一つに、

Becker(1991)の分業仮説が存在する。この仮説は、夫は市場労働に、妻は家事に比較優位を

持つ場合であれば、夫は市場労働に専念し、妻は家事に専念するというように、各人が得意

とする分野に特化することが家庭内の厚生を増加させるというものである。夫が市場労働

に比較優位を、妻が家事に比較優位を持つ場合には、夫が市場労働に特化することで、夫の

労働時間の増加と夫が市場労働に集中することによる生産性の上昇が予測される。本研究

は、出産が男性の労働供給を変化させるのかを確認し、仮に出産によって男性の労働供給が

変化した場合、それは家計内での分業によるものなのかについて検証する。さらに、家庭内

分業によって生産性の代理変数である賃金を上昇させるかについても分析を行う。比較優

位の代理変数として、夫婦間の学歴差を用いる。 

本稿の結果を述べると、出産は、男性の労働時間や賃金を増加させることが示された。ま

た、夫の学歴が妻の学歴よりも高い夫婦の方がその他の夫婦に比べて、子どもが男性の労働

供給に与える影響は有意に大きいが、賃金に関しては有意な影響は観察されなかった。 

2．先行研究 

 家庭内分業仮説に焦点を当て、結婚や出産が男性の労働成果に与える影響を検証したも

のに、Hersch and Stratton(2000)やBardasi and Taylor(2008)、Killewalda and 
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Gougha(2013)などがある。Hersch and Stratton(2000)は、National Survey of Families 

and Householdsのデータを用いて、家庭内分業仮説の検証を行った。比較優位の指標とし

て、家事の合計時間を用いて分析を行った結果、家事の合計時間が男性の賃金に与える影

響は小さいことから分業仮説は支持されないとした。Bardasi and Taylor(2008)は、妻の

労働時間や妻の家事負担などの変数を比較優位の指標として用い、イギリス人男性の結婚

による賃金増加は、分業によるものなのかを検証し、分業仮説が支持されることを確認し

た。Killewalda and Gougha(2013)は、労働時間や職業、常勤かを比較優位の指標として

用いて、分業仮説を検証した結果、女性については分業仮説が支持されなかったが、男性

については、支持されることが明らかになった。日本において、出産による男性の労働供

給の変化が家庭内分業によるものなのかや、家庭内分業が賃金を上昇させるのかを詳細に

分析した研究は存在しない。また、これまでの研究で比較優位の指標として用いられた家

事時間や労働時間などは、すでに家庭内での意思決定後の結果である可能性があり、比較

優位の指標として適切かについては議論の余地がある。そこで、本稿は、出産が男性の労

働供給や賃金を変化させるのか、変化させるのであれば、それは家庭内分業によるものな

のかについて夫婦の学歴差という指標を用いて検証を行う。 

3．データ 

 本稿で使用するデータは、公益財団法人家計経済研究所が実施している「消費生活に関す

るパネル調査」の 1994 年から 2013 年までのデータを用いる。この調査は、1993 年に、全

国規模から抽出された 24歳から 34歳の 1500人の女性を対象に開始された。1997 年には、

24 歳から 27 歳の女性を、2003 年には、24 歳から 29 歳の女性を新たに調査の対象に追加

した。さらに、2008 年と 2013 年には、それぞれ 24 歳から 28 歳の女性を調査の対象に加

えた。この調査は、調査対象者である女性自身に関する質問だけでなく、その配偶者である

夫の職業や学歴などについても質問しており、本分析を行うのに適したデータである。 

被説明変数は、年労働時間と男性の賃金（対数値）を用いる。注目している説明変数は、

比較優位の代理変数である、夫婦の学歴差ダミーである。夫婦の学歴差ダミーは、夫が妻よ

りも学歴が高いならば 1、それ以外を 0 をとするダミー変数である。 

 コントロール変数として、企業規模や学歴、年齢、業種を用いる。さらに、先行研究では、

分業仮説を検証する変数として、本人の家事時間や配偶者の労働時間、常勤かどうかなどを

用いている。そこで、本研究でも、1 週間の家事・育児時間や配偶者の就業の有無などを加

えた分析も行う。 

表１は記述統計である。男性の平均年労働時間は、2618 時間、男性の賃金の対数値の平

均値は 7.35 である。夫の学歴が妻の学歴よりも高い夫婦の割合は 35%である。妻で就業し

ている人の割合は 55%である。1 週間の家事・育児時間の平均は、妻が 49.4 時間なのに対

して、夫は 8.4 時間と少ない。 

4．推定モデル 

 以下のモデル１と 2 をランダム効果モデルで推定する。比較優位の代理変数である夫婦
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の学歴差ダミーは時間一定の変数のため、固定効果で分析することができない。 

ｙ
𝑖𝑡
は、年労働時間と賃金である。分業仮説が支持されるならば、学歴差が大きくなるほど

賃金や労働時間の増加が大きくなるため男性の場合は、𝛽2の係数は𝛽1よりも大きくなるこ

とが予想される。さらに、子ども数によって労働時間や賃金に与える影響が異なることを考

慮したモデル 2でも推定を行う。 

ｙ
𝑖𝑡
= 𝛽0 + 𝛽1𝑐ℎ𝑖𝑙𝑑𝑖𝑡(1 − 𝑢𝑝𝑖𝑡) + 𝛽2𝑐ℎ𝑖𝑙𝑑𝑖𝑡𝑢𝑝𝑖𝑡 + 𝛾′𝑥𝑖𝑡 + 𝑢𝑖𝑡(1) 

ｙ
𝑖𝑡
= 𝛽0 + 𝛽1𝑐1𝑖𝑡(1 − 𝑢𝑝𝑖𝑡) + 𝛽2𝑐1𝑖𝑡𝑢𝑝𝑖𝑡 + 𝛽3𝑐2𝑖𝑡(1 − 𝑢𝑝𝑖𝑡) + 𝛽4𝑐2𝑖𝑡𝑢𝑝𝑖𝑡 + 𝛽5𝑐3𝑖𝑡(1 − 𝑢𝑝𝑖𝑡)

+ 𝛽6𝑐3𝑖𝑡𝑢𝑝𝑖𝑡 + 𝛾′𝑥𝑖𝑡 + 𝑢𝑖𝑡(2) 

 

表１ 記述統計 

 

5．分析結果 

分析結果は、表 2 と表 3のとおりである。表 2は、労働時間に関する分析結果である。推

定モデル 1 では、夫の方が妻の学歴よりも高い夫婦の子どもによる男性の年労働時間の増

加は、約 80 時間で、同学歴もしくは妻の学歴が高い夫婦の子どもによる男性の労働時間の

観測数 平均 標準偏差
男性の年労働時間 17496 2618.64 714.64
男性の賃金（対数値） 17161 7.35 0.39
子ども数 17496 1.71 0.97
夫の学歴＞妻の学歴 17496 0.35 0.48
夫の学歴
中卒 17496 0.08 0.27
高卒 17496 0.39 0.49
短大・専門・高専 17496 0.15 0.35
大卒・大学院卒 17496 0.39 0.49
男性の年齢 17496 38.64 7.32
1週間の妻の家事時間 17496 49.40 27.24
1週間の夫の家事時間 17496 8.40 9.66
常勤 17496 0.97 0.17

農林業・漁業・水産業・鉱業・建設業・その他17496 0.14 0.34

製造業 17496 0.27 0.45

卸売り・小売り 17496 0.15 0.35

金融・保険・不動産 17496 0.06 0.23

運輸・通信・電気・ガス・水道 17496 0.11 0.32

サービス 17496 0.16 0.37

公務 17496 0.11 0.31

小規模(100人未満) 17496 0.38 0.48

中規模（100人～999人） 17496 0.29 0.46
大規模(1000人以上)＆官公庁 17496 0.33 0.47
妻の学歴
中卒 17092 0.04 0.20
高卒 17092 0.40 0.49
短大・専門・高専 17092 0.41 0.49
大卒・大学院卒 17092 0.15 0.35
妻の就業 17092 0.55 0.50
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増加は約 45 時間で統計的に有意である。また、自分の学歴が妻の学歴よりも高い男性とそ

れ以外の男性の出産による労働時間の増加の差も有意水準５%で統計的に有意である。これ

らの結果から、推定モデル 1では、分業仮説が支持されたと考えられる。推定モデル２の分

析結果は次のとおりである。１人目の子どもの出産に関しては、自分の学歴が妻の学歴より

も高い男性のみ、男性の年労働時間に有意に正の影響があることが確認された。また、子ど

も 2人以上の場合は、すべての夫婦について、出産が男性年労働時間に有意に正の影響を与

えることが確認された。さらに、出産による男性の労働時間の増加は、自分の学歴が妻の学

歴より高い男性の方がその他の男性よりも大きい。しかし、自分の学歴が妻の学歴よりも高

い男性とその他の男性の出産による労働時間の増加の差は、３人目の子どもの出産につい

てのみ統計的に有意である。 

その他の変数の結果について次のとおりである。妻の就業の有無は、労働時間には有意な

影響を与えていなかった。先行研究で分業仮説を検証する指標として用いられていた本人

の家事・育児時間は有意水準 1%で有意に負の影響を与えていることが確認された。係数の

符号は先行研究と整合的である。一方、妻の 1週間の家事・育児時間は男性の年労働時間に

有意に正の影響を与えている。妻が家事・育児に集中してくれることで夫が市場労働に多く

の時間を割くことができることを反映しているのかもしれない。これまでの結果から、夫の

学歴が妻の学歴よりも高い夫婦の方がその他の夫婦よりも、おおむね年労働時間に与える

影響が大きいことが確認された。つまり、分業仮説が支持されていることが示唆される。 

次に、家庭内分業が男性の生産性の代理変数である賃金が上昇させるのかについてみて

いく（表 3）。モデル 1 において、出産による男性の賃金の増加は、同学歴もしくは妻が夫

よりも学歴が高い場合は、3.3%で、夫の学歴が妻の学歴よりも高い場合は 3.6%で統計的に

有意であるが、その差は統計的に有意ではないことから家庭内分業は男性の賃金上昇に影

響を与えないことが示唆される。また、モデル 2では、子ども 1人の場合、どの学歴の組み

合わせの夫婦でも、１人目の出産による賃金上昇の係数は正であるものの、統計的に有意な

結果ではない。これに対して、2人目以降の出産の場合は、どの学歴の組み合わせの夫婦で

も、出産による賃金の上昇は統計的に有意である。しかし、自分の方が妻の学歴よりも高い

男性とそれ以外の男性との出産による賃金上昇の差は、モデル１と同様に統計的に有意な

結果ではない。モデル１とモデル２から分業による賃金の上昇はないことが考えられる。 

 その他の変数の結果は次のとおりである。妻の就業は男性の賃金に有意に負の影響を与

える。妻が働いている場合、妻が働いていない時よりも男性の家事負担が多くなる結果、男

性が職業訓練などに費やす時間が減少するため、賃金に負の影響を与えた可能性が考えら

れる。一方、配偶者である妻の 1週間の家事・育児時間は、統計的に有意な影響を与えてな

かった。また、先行研究で分業仮説を検証する指標として用いられていた本人の家事・育児

時間についても統計的に有意な結果を得ることができなかった。 
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6．結論 

 本稿は、（公財）家計経済研究所が実施している「消費生活に関するパネル調査」の 20年

間のデータを用いて、出産が男性の労働時間に影響を与えるのかと影響を与えているのな

らば、それは分業によるものなのかについて検証を行った。また、家庭内の分業が男性の賃

金に与える影響についても分析を行った。分析の結果、自分の学歴が妻の学歴よりも高い男

性の方がその他の男性と比べて出産が男性の年労働時間の増加に与える影響が大きいこと

が示された。しかし、賃金については、自分の学歴が妻の学歴よりも高い男性とその他の男

性の間で出産による賃金上昇の差について統計的に有意な結果は得られなかった。 

表２出産が男性の労働時間に与える影響

 

有意水準 1%*** 有意水準 5%** 有意水準 10%* 括弧内は標準誤差 

 

(1) (2)

変量効果 変量効果

男性の年労働時間 男性の年労働時間
同学歴もしくは妻＞夫の出産の労働時間増加の効果 41.519***

(12.565)

夫>妻の出産後の労働時間増加の効果 79.774***

(15.688)

同学歴もしくは妻＞夫の1人目出産の労働時間増加の効果 51.057

(31.073)

同学歴もしくは妻＞夫の2人目出産の労働時間増加の効果 104.267***

(34.246)

同学歴もしくは妻＞夫の3人目以上出産の労働時間増加の効果 114.846***

(42.115)

夫＞妻の1人目出産の労働時間増加の効果 73.900**

(34.682)

夫＞妻の2人目出産の労働時間増加の効果 151.996***

(39.073)

夫＞妻の3人目以上出産の労働時間増加の効果 249.974***

(55.791)

分業の効果
夫>妻の出産の労働時間増加の効果-同学歴もしくは妻＞夫の出産の労働時間増加の効果=0

夫＞妻の1人目出産の労働時間増加の効果-同学歴もしくは妻＞夫の1人目出産の労働時間増加の効果=0

夫＞妻の2人目出産の労働時間増加の効果-同学歴もしくは妻＞夫の2人目出産の労働時間増加の効果=0

夫＞妻の3人目出産の労働時間増加の効果-同学歴もしくは妻＞夫の3人目出産の労働時間増加の効果=0

妻の就業の有無 -7.622 -8.032

(15.252) (15.254)

１週間の妻の家事時間 2.651*** 2.637***

(0.309) (0.320)
１週間の夫の家事時間 -10.958*** -11.005***

(0.908) (0.930)

常勤 304.948*** 304.211***

(45.585) (45.476)

学歴ダミー（ベース：大学・大学院卒）

中卒 -157.569*** -162.156***

(58.524) (58.499)

高卒 -67.631** -75.214**

(32.583) (33.192)
短大・高専・専門 -37.068 -40.205

(38.974) (39.019)

男性の年齢 -10.408*** -10.321***

(1.861) (1.875)

業種ダミー（ベース：公務）

農林業・漁業・水産業・鉱業・建設業・その他 103.173* 105.949**

(53.088) (53.062)

製造業 35.435 35.980

(46.258) (46.268)

卸売り・小売り 177.493*** 178.191***

(52.819) (52.818)

金融・保険・不動産 61.048 62.057

(69.108) (69.370)
運輸・通信・電気・ガス・水道 143.478*** 145.220***

(51.683) (51.737)

サービス 52.611 53.611

(44.390) (44.383)

企業規模ダミー（ベース：1000人以上）

小規模(100人未満) -23.841 -24.453

(27.418) (27.411)

中規模（100人～999人未満） -6.148 -6.297

(23.698) (23.738)
定数項 2,573.750*** 2,570.682***

(104.669) (104.752)
観測数 17,496 17,496
決定係数 0.0393 0.0392

38.255**

22.843

47.729

135.128**
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表３出産が男性の賃金に与える影響 

 

有意水準 1%*** 有意水準 5%** 有意水準 10%* 括弧内は標準誤差 

 

 

 

 

(1) (2)

変量効果 変量効果

男性の賃金（対数値）男性の賃金（対数値）

同学歴もしくは妻＞夫の出産の賃金増加の効果 0.033***

(0.007)

夫>妻の出産の賃金増加の効果 0.036***

(0.009)

同学歴もしくは妻＞夫の1人目出産の賃金増加の効果 0.019

(0.017)

同学歴もしくは妻＞夫の2人目出産の賃金増加の効果 0.072***

(0.017)

同学歴もしくは妻＞夫の3人目以上出産の賃金増加の効果 0.087***

(0.023)

夫＞妻の1人目出産の賃金増加の効果 0.030

(0.019)

夫＞妻の2人目出産の賃金増加の効果 0.078***

(0.021)

夫＞妻の3人目以上出産の賃金増加の効果 0.096***

(0.030)

分業の効果
夫>妻の出産の賃金増加の効果-同学歴もしくは妻＞夫の出産の賃金増加の効果=0

夫＞妻の1人目出産の賃金増加の効果-同学歴もしくは妻＞夫の1人目出産の賃金増加の効果=0

夫＞妻の2人目出産の賃金増加の効果-同学歴もしくは妻＞夫の2人目出産の賃金増加の効果=0

夫＞妻の3人目出産の賃金増加の効果-同学歴もしくは妻＞夫の3人目出産の賃金増加の効果=0

妻の就業の有無 -0.033*** -0.033***

(0.008) (0.008)

１週間の妻の家事時間 -0.000 -0.000

(0.000) (0.000)

１週間の夫の家事時間 0.000 0.000

(0.000) (0.000)

常勤 0.110*** 0.109***

(0.031) (0.031)

学歴ダミー（ベース：大学・大学院卒）

中卒 -0.145*** -0.139***

(0.031) (0.031)

高卒 -0.119*** -0.117***

(0.018) (0.018)

短大・高専・専門 -0.121*** -0.120***

(0.019) (0.019)

男性の年齢 0.018*** 0.018***

(0.001) (0.001)

業種ダミー（ベース：公務）

農林業・漁業・水産業・鉱業・建設業・その他 0.028 0.028

(0.029) (0.029)

製造業 0.046 0.045

(0.029) (0.029)

卸売り・小売り -0.025 -0.026

(0.030) (0.030)

金融・保険・不動産 0.138*** 0.137***

(0.039) (0.039)

運輸・通信・電気・ガス・水道 0.003 0.002

(0.032) (0.032)

サービス 0.012 0.012

(0.027) (0.027)

企業規模ダミー（ベース：1000人以上）

小規模(100人未満) -0.076*** -0.076***

(0.017) (0.017)

中規模（100人～999人未満） -0.050*** -0.050***

(0.013) (0.013)
定数項 6.564*** 6.565***

(0.057) (0.057)
観測数 17,161 17,161
決定係数 0.100 0.100

0.003

0.011

0.006

0.009
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